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r8物価_2_3 朱色変色

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

事業数 16 基金事業数

最終事業NO 17

 （単位：千円） 

前回から記載内容に変
更があった事業数 0

"うち交付対象経費のみの変
更"を除いた変更事業数 0

（単位：千円）

メインメニュー サブメニュー1 サブメニュー2 サブメニュー3 より効果があると考える理由 総事業費（千円） 交付対象経費(千円) R7補正分 R8補正分 その他財源分
参考　総事業費内事務
費

事業概要
予算化方
法

備考1サブ① 備考1サブ② 備考1サブ③
Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

国のR8補正予算分
（交付限度額②）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

合計  1,970,518  1,970,518  1,887,932  82,586  - 

国のR7補正に お い て、食料品の物価高騰に 対す る
特別加算の配分を 受け てい ない 市区町村は、

食料品の特別加算に 関す る 事業を NO 1に 入力してく ださい 。
複数の事業があ る 場合は、NO 2以降に 記載してく ださい 。

1  -  - 

2 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　近年の物価上昇に伴い、家庭の生活費が増加して
いることから、生活者支援となるよう、市内加盟店で食
料品及び日用品等を購入する際に使用できる商品券
を発行し、全市民に配布する事業であるため。

○
物価高騰対応生活者支援商品券配布事業【本省繰越
分】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
①食料品の物価高騰に対す

る特別加算
④消費下支え等を通じた生

活者支援
 1,056,300  1,056,300  1,056,300  144,300 

①食料品等の物価高騰による生活者に対する支援として、市内加盟店で
食料品及び日用品等の購入に使用できる商品券を発行し、令和８年４月
１５日時点において本市の住民基本台帳に記録されている世帯の世帯
主に対して、本人を含めた世帯員×６千円分を配布する。

②委託料

③商品券：152,000人×6千円＝912,000千円
　諸経費：144,300千円

④全市民

－ － － ○ ○ R8.1 議決 R8.4 R8.7 R8.12 商品券利用額　912,000千円 明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 商品券 商品券 R7補正（地）

3 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　近年の物価上昇に伴い、家庭の生活費が増加して
いる中、子育て世帯に対して経済的な支援を実施する
事業であるため。

○
物価高対応子育て応援手当プラス給付金支給事業
【本省繰越分】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
③物価高騰に伴う子育て世

帯支援
 200,790  200,790  200,790  - 

①物価高騰による子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、「物価高
対応子育て応援手当」に対象児童１人につき、１万円を追加して支給す
る。支給の時期を「物価高対応子育て応援手当」の支給（R8.3振込予
定）と同時に行うことで速やかな対応が可能、且つ振込手数料等の事務
費の縮減が可能となり、効果的な事業の実施が可能となる。

②補助金

③対象児童数 20,079人×10千円＝200,790千円

④物価高子育て応援手当受給対象児童の保護者

－ ○ － － R8.1 議決 R8.4 R8.4 R8.12 対象の保護者　14,300人 明記済み（HP) ホームページ、広報誌
低所得のひとり親世帯

への給付金等
R7補正（地）

4 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　近年の物価上昇の影響により、エネルギーコストや
生活費が増加し、家庭の経済的負担が大きくなってい
ることから、省エネ家電の買換えの補助を行うことによ
り普及を促進し、長期的には電気代の節約を通じて家
庭の経済状況を改善する助けになる事業であるため。

○
物価高騰対応省エネ家電買換え促進事業【本省繰越
分】

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑤省エネ家電等への買い換
え促進による生活者支援

 83,000  83,000  83,000  8,000 

①物価高騰が続いていることから、家庭におけるエネルギー費用の負担
を軽減するため、省エネ性能の高いエアコン及びエコキュートなどの給湯
器への買換えを支援する。

②補助金、委託料等事務費

③補助金：50千円×1,500件＝75,000千円
　　（補助率30％、上限額50千円）
　その他、委託料等事務費：8,000千円

④省エネ家電を購入した世帯

－ － － － R8.1 議決 R8.4 R8.4 R8.12 申請件数　1,500件 明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 省エネ家電買い替え等 R7補正（地）

5 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　物価高騰の影響により、エネルギーコストや食材費
等が高騰していることから、保育園等に対し補助金を
交付することにより運営を安定化させる事業であるた
め。

○ 民間保育所等物価高騰対策補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、学
校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援
 20,100  20,100  20,100  - 

①物価高騰の影響を受け、市内民間保育所等の光熱水費、食材費その
他の運営に要する経費が増加していることから、その経費の一部を補助
する。

②補助金

③0.5千円×38,000人(延べ在園児数)＝ 19,000千円
　150千円× 4施設(小規模保育施設)＝    600千円
　 50千円×10施設(認可外保育施設)＝    500千円

④民間保育所、認定こども園、小規模保育施設、認可外保育所

－ － － － R8.6 議決 R8.4 R9.3 R9.3

民間保育所　6施設
認定こども園　17施設
小規模保育施設　4施設
認可外保育所　10施設

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ等
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8補正（地）

6 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　小中学校の給食費のうち、物価高騰の影響により給
食費の無償化に関して国又は県から示されている基
準単価を上回る分について、保護者の負担とならない
よう支援する事業であるため。

○ 学校給食物価高騰対策事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て世
帯支援

 33,620  33,620  33,620  - 

①物価高騰の影響を受けている保護者を支援するため、食材費値上げ
分について保護者の負担を増やすことなく支援する。

②賄材料費

③小学校　200円×6,582人×11月≒14,480千円
　中学校　500円×3,480人×11月＝19,140千円

④児童生徒の保護者

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
小学校児童　6,582人の保護者
中学校生徒　3,480人の保護者

明記予定（HP) ホームページ等 給食 R8補正（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響により、エネルギーコストや食材費
等が高騰していることから、交付金を活用することによ
り安定した保育園等の運営を図る事業であるため。

○ 公立保育所等物価高騰対策事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

③物価高騰に伴う子育て世
帯支援

 11,170  11,170  11,170  - 

①物価高騰の影響を受け、公立保育所等の光熱水費、食材費に係る経
費が増加しており、増加分について市が負担し保護者の経済的な負担
軽減を図る。なお、賄材料費の高騰分に教職員分は含まない。

②賄材料費、光熱水費、燃料費

③賄材料費
　R8見込 89,492千円 － R7実績 81,478千円 ＝ 8,014千円
　光熱水費
　R8見込 24,000千円 － R7実績 21,120千円 ＝ 2,880千円
　燃料費
　R8見込  4,430千円 － R7実績 4,154千円 ＝ 276千円

④児童の保護者

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
給食延べ提供回数　20万食
（教職員分は含まない）

明記予定（HP) ホームページ等
保育所・幼稚園・認定こ

ども園等
R8補正（地）

8 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　近年の物価上昇の影響により、エネルギーコストや
生活費が増加し、家庭の経済的負担が大きくなってい
ることから、蓄電池等の購入補助を行うことにより普及
を促進し、長期的には電気代又は燃料代の節約を通
じて家庭の経済状況を改善する助けになる事業である
ため。

○ 物価高騰対応住宅用低炭素設備設置補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

④消費下支え等を通じた生
活者支援

 10,000  10,000  10,000  - 

①電気料金や自動車の燃料代の高騰に伴う一般住宅における対象費用
の削減を支援するとともに、二酸化炭素排出量削減を促進し、地球温暖
化防止に寄与する定置型蓄電池及び電気自動車充給電システムの設置
に係る費用への補助を行う。

②補助金

③定置型蓄電池　　　　　　　50千円×192件＝9,600千円
　電気自動車充給電システム　40千円× 10件＝　400千円

④蓄電池及び電気自動車充給電システムを導入する世帯

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3 申請件数　202件 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌等 省エネ家電買い替え等 R8補正（地）

9 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　自治会に対して防犯カメラの設置に要する費用の一
部を補助することで、自治会費の増額の抑制につなが
り、物価高騰の影響を受けている住民の家計負担の
軽減となるため。

○ 物価高騰対応防犯カメラ設置費補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

④消費下支え等を通じた生
活者支援

 10,000  10,000  10,000  - 

①地域の安全・安心は、地域全体で取り組むことが極めて有効であること
から、自治会が自主的に防犯カメラの設置を行う場合に、設置に係る費
用の補助を実施し、物価高騰による影響を軽減する。

②補助金

③防犯カメラ設置費×1/2（千円未満切捨て）×100台分
　※1自治会2台まで，1台あたり上限10万円

④防犯カメラを設置する自治会

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3 防犯カメラ設置台数　100台 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌等 防犯対策 R8補正（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○

　物価高騰の影響により、エネルギーコストや食材費
等が高騰していることから、産後ケア事業者に対し補
助金を交付することにより経営を安定化させる事業で
あるため。

○ 物価高騰対応産後ケア事業者支援補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑦医療・介護・保育施設、学
校施設、公衆浴場等に対す

る物価高騰対策支援
 6,166  6,166  6,166  - 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた産後ケア事業
委託者（市民が利用実績のある事業者に限る）に対し、物価高騰対策支
援を行うことで、産後ケア事業の安定した運営を維持するもの。

②補助金

③宿泊型　： 11か所 × 30千円 ＝ 330千円　　
　　　　　　　利用実績＠10千円 × 延べ106人 ＝ 1,060千円
　通所型　：  9か所 × 30千円 ＝ 270千円　　
　　　　　　　利用実績＠ 5千円 × 延べ153人 ＝　 765千円
　訪問型　：  6か所 × 15千円 ＝  90千円　　
　　　　　　　利用実績＠ 5千円 × 延べ238人 ＝ 1,190千円
　ヘルパー：  5か所 × 20千円 ＝ 100千円　　
　　　　　　　利用実績＠ 3千円 × 延べ787時間 ＝ 2,361千円

④産後ケア事業者

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3

産後ケア事業者
・宿泊型　11事業者
・通所型　9事業者
・訪問型　6事業者
・ヘルパー　5事業者

明記予定（HP・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 対象分野に関連しない R8補正（地）

11 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響を受けている水道契約者（市民及び
市内事業者）に対し、一定期間の基本料金を免除する
ことにより支援する事業であるため。

○ 物価高騰対応水道基本料金支援事業
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する

地方単独事業

水道基本料金の減免をすることにより、物価高騰の影
響を受けている水道契約者を支援するものであるた
め。
（水道契約者には市民及び事業者も含まれることか
ら、推奨事業メニュー④には該当しないと思料するた
め）

 315,498  315,498  315,498  2,498 

①物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を幅広く支援するため、水道
料金のうち基本料金を市が支援することにより、利用者の経済的な負担
軽減を図る。

②補助金（水道事業会計へ）

③補助金：（1,045円～159,500円）/月×4か月×約64,500件 ≒ 
313,000千円
　事務費：2,498千円×1式＝2,498千円

④市水道契約者

－ － － － R8.9 議決 R8.11 R9.3 R9.3
市水道使用世帯　62,556世帯
（令和7年度末時点）

明記予定（HP・広報誌・事業チラシ） ホームページ、広報誌等 水道事業者 R8補正（地）

12 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響を受けている水道事業者を支援し、
水道料金の値上げを防ぐことにより、水道契約者の支
援にもつながる事業であるため。

○ 電力価格高騰対策水道事業者支援補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する

地方単独事業

物価高騰の影響を受けている市水道事業者の支援を
行うことにより、水道料金の値上げを防ぎ、市民の経済
的負担を抑制することができるため（同時に複数の大
きな効果が得られるため）。

 62,586  62,586  62,586  - 

①市民生活のライフラインである水道事業において、物価高騰により事
業経費が増大していることから、経営の安定化を図ることを目的に、電力
価格の高騰分を補助することで、事業運営を支援する。

②補助金（水道事業会計へ）

③浄水場、配水施設等の電気料高騰分　62,586千円の一部
※令和2年度の電気料単価で積算した令和8年度の電気料と令和8年度
電気料の実績見込みを比較
　約18.88円／kwh（R2単価）×12,368,191kwh（R8使用見込）≒
233,675,812円
　約23.95円／kwh（R8単価）×12,368,191kwh（R8使用見込）≒
296,262,142円
　差引：296,262,142円－233,675,812円≒62,586千円

④市水道契約者

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
市水道使用世帯　62,556世帯
（令和7年度末時点）

明記予定（HP) ホームページ等 水道事業者 R8補正（地）

13 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響を受けている下水道事業者を支援
し、下水道料金の値上げを防ぐことにより、下水道契
約者の支援にもつながる事業であるため。

○ 電力価格高騰対策下水道事業者支援補助金
Ⅰ．生活の安全保障・物価

高への対応
○

⑪推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する

地方単独事業

物価高騰の影響を受けている市下水道事業者の支援
を行うことにより、水道料金の値上げを防ぎ、市民の経
済的負担を抑制することができるため（同時に複数の
大きな効果が得られるため）。

 7,036  7,036  7,036  - 

事業経費が増大していることから、経営の安定化を図ることを目的に、電
力価格の高騰分を補助することで、事業運営を支援する。

②補助金（下水道事業会計へ）

③処理場施設、マンホールポンプ等の電気料高騰分　7,036千円の一部
※令和2年度の電気料単価で積算した令和8年度の電気料と令和8年度
電気料の実績見込みを比較
＜公共下水道＞
　約40.75円／kwh（R2単価）×275,408kwh（R8使用見込）≒
11,222,784円
　約45.00円／kwh（R8単価）×275,408kwh（R8使用見込）≒
12,375,491円
　差引：12,375,491円－11,222,784円＝1,152,707円
＜農業集落排水＞
　約21.30円／kwh（R2単価）×1,260,872kwh（R8使用見込）≒
26,857,771円
　約25.95円／kwh（R8単価）×1,260,872kwh（R8使用見込）≒
32,741,866円
　差引：32,741,866円－26,857,771円＝5,884,095円
＜合計＞
　1,152,707円＋5,884,095円≒7,036千円

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
市下水道使用世帯　36,467世帯
（令和7年度末）
※農業集落排水事業1,942世帯含む

明記予定（HP) ホームページ等 下水道事業者 R8補正（地）

令和8年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県区分 【09_栃木県】 国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費                                                   1,887,932 

令和8年度既配分額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                                   482,968 国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①　（令和7年度本省繰越分）                                                                           482,968 

地方公共団体名（コード有り） 09203_栃木県栃木市 （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                   1,056,300 
（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度
額を上限として参考表記

                                                                                             - （うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）                                                                                     - 

都道府県・市町村コード（５桁） 09203 交付対象経費(地方単独事業費)
（R８補正予算分）

国のR 8 補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額②
にかかる交付対象経費

                                                                             82,586 
令和8年度既配分額

国のR 8 補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②

                                                                                             -  小計　交付限度額（R7経済対策分）                                                                           482,968 

担当部局課名 総合政策部　総合政策課

担当者氏名 黒澤　豊 国のR8補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額②　（令和８年６月５日通知分）                                                                             60,152 

電話番号 0282-21-2305 小計　交付限度額（R 8 補正予算分）                                                                             60,152 

メールアドレス kikaku01@city.tochigi.lg.jp

今回配分予定額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                                             - 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度

額を上限として参考表記
                                                                                             - 

今回配分予定額
国のR 8 補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     60,152 

配分予定額計
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
                                                                                   482,968 

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）
※食料品の物価高騰に対する特別加算分の交付限度

額を上限として参考表記
                                                                                             - 

配分予定額計
国のR 8 補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額②
                                                                                     60,152 

配分予定額計                                                                                    543,120 移管先  総務省  交付限度額計                                                                           543,120 

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）
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臨時の措
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ことが分
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名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係
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費に臨時
交付金を
充当して
いない

特定事業
者等支援

個人を対
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給付金等

基金
商品券等
活用事業

商品券等活用
事業が事務連
絡等の留意事
項を踏まえた
制度設計と
なっているか
（具体的な対
応を検討中の
場合も含む）

予算化時
期

事業始期
支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）
国の重点支援地方交付金が活用されて

いる旨の明記
実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出
状況に定義されてい

る対象分野)

備考２

自治体での予
算区分

自治体利用欄 自治体利用欄推奨事業メニュー

※推奨事業メニューのサブメニュー
・左列で①を選択した事業が②～④にも関連する場合は追加で選択してく

ださい。
・国のR8補正活用事業について、左列で②～④を選択した事業が

食料品の物価高騰に対する支援を含む場合は、N列に追加で①を選択して
ください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果がある
と判断する地方単独事業」を選択した場合
の、より効果があると考える理由

Ｂ C ※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（単位：千円）

予算化の
方法

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目

エラー（自治体
名記載不備）

エラー（担当
者・連絡先記載

不備）

エラー（既配分
額記載不備）
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メインメニュー サブメニュー1 サブメニュー2 サブメニュー3 より効果があると考える理由 総事業費（千円） 交付対象経費(千円) R7補正分 R8補正分 その他財源分
参考　総事業費内事務
費

事業概要
予算化方
法

備考1サブ① 備考1サブ② 備考1サブ③
Ａ

Ｂ1 Ｂ２

交付対象経費
（単位：千円）

国のR7補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

国のR8補正予算分
（交付限度額②）
（推奨事業メニュー

分）
（単位：千円）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）
（単位：千円）

総事業費に係る
事務費

（単位：千円）

備考1のサブカテゴリー　※N～P列を記入している場合のみ

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出状況に定義されている対象分野)

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

枠

地
方
単
独
事
業

ギー・食
料品価格
等の物価
高騰の影
響を受け
た生活者
等に対し
て事業の
効果が直

物価高騰対策と整理する根拠・理由

臨時の措
置である
ことが分
かる事業
名称とし
ている

交付対象事業の名称 経済対策等との関係

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

特定事業
者等支援

個人を対
象とした
給付金等

基金
商品券等
活用事業

商品券等活用
事業が事務連
絡等の留意事
項を踏まえた
制度設計と
なっているか
（具体的な対
応を検討中の
場合も含む）

予算化時
期

事業始期
支援開始
時期

事業終期
成果目標（可能な限り定量的指標を設

定）
国の重点支援地方交付金が活用されて

いる旨の明記
実施状況の公表等について

(HP、広報誌など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえた
各省庁の通知の発出
状況に定義されてい

る対象分野)

備考２

自治体での予
算区分

自治体利用欄 自治体利用欄推奨事業メニュー

※推奨事業メニューのサブメニュー
・左列で①を選択した事業が②～④にも関連する場合は追加で選択してく

ださい。
・国のR8補正活用事業について、左列で②～④を選択した事業が

食料品の物価高騰に対する支援を含む場合は、N列に追加で①を選択して
ください。

「推奨事業メニュー例よりも更に効果がある
と判断する地方単独事業」を選択した場合
の、より効果があると考える理由

Ｂ C ※参考
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（単位：千円）

予算化の
方法

「農林水産・食品分野」
「中小企業・小規模事業
者の賃上げ環境整備」
における細分化項目
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14 R7_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響を受けている下水道事業者を支援
し、下水道料金の値上げを防ぐことにより、下水道契
約者の支援にもつながる事業であるため。

○
電力価格高騰対策下水道事業者支援補助金（流域下
水道事業分）

Ⅰ．生活の安全保障・物価
高への対応

○
⑪推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する

地方単独事業

物価高騰の影響を受けている市下水道事業者の支援
を行うことにより、水道料金の値上げを防ぎ、市民の経
済的負担を抑制することができるため（同時に複数の
大きな効果が得られるため）。

 71,666  71,666  71,666  - 

①市民生活のライフラインである下水道事業において、物価高騰により
事業経費が増大していることから、経営の安定化を図ることを目的に、市
が維持管理費用を負担している下水道最終処理施設の電力価格の高騰
分等を補助することで、事業運営を支援する。
②補助金（下水道事業会計へ）　
③流域下水道事業負担金に占める、対象施設の電気料及び重油代の高
騰相当分　71,666千円の一部
※浄化センター（巴波川・大岩藤）、資源化工場の電気料及び資源化工
場の重油代の高騰分
※令和2年度の電気料等単価で積算した令和8年度の電気料等と令和8
年度電気料等の実績見込みを比較
●電気料　約62,209千円
　巴波川浄化センター高騰分のうち、栃木市負担分：31,513,640円
　大岩藤浄化センター高騰分のうち、栃木市負担分：25,714,681円
　資源化工場（巴波川）高騰分のうち、栃木市負担分：3,061,924円
　資源化工場（大岩藤）高騰分のうち、栃木市負担分：1,919,341円
●重油代　約9,457千円
　資源化工場（巴波川）高騰分のうち、栃木市負担分：5,813,551円
　資源化工場（大岩藤）高騰分のうち、栃木市負担分：3,644,174円
④市下水道契約者（農業集落排水を含む）

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
市下水道使用世帯　36,467世帯
（令和7年度末）
※農業集落排水事業1,942世帯含む

明記予定（HP) ホームページ等 下水道事業者 R8補正（地）

15 R8_補正 推奨事業 ○ ○

　近年の物価上昇の影響により、エネルギーコストや
生活費が増加し、家庭の経済的負担が大きくなってい
ることから、蓄電池等の購入補助を行うことにより普及
を促進し、長期的には電気代又は燃料代の節約を通
じて家庭の経済状況を改善する助けになる事業である
ため。

○
物価高騰対応住宅用低炭素設備設置補助金【令和8
年度交付分】

中東情勢対応 ○
④消費下支え等を通じた生

活者支援
 10,000  10,000  10,000 

①電気料金や自動車の燃料代の高騰に伴う一般住宅における対象費用
の削減を支援するとともに、二酸化炭素排出量削減を促進し、地球温暖
化防止に寄与する定置型蓄電池及び電気自動車充給電システムの設置
に係る費用への補助を行う。

②補助金

③定置型蓄電池　　　　　　　50千円×192件＝9,600千円
　電気自動車充給電システム　40千円× 10件＝　400千円

④蓄電池及び電気自動車充給電システムを導入する世帯

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3 申請件数　202件 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌等 省エネ家電買い替え等 R8補正（地）

16 R8_補正 推奨事業 ○ ○

　自治会に対して防犯カメラの設置に要する費用の一
部を補助することで、自治会費の増額の抑制につなが
り、物価高騰の影響を受けている住民の家計負担の
軽減となるため。

○
物価高騰対応防犯カメラ設置費補助金【令和8年度交
付分】

中東情勢対応 ○
④消費下支え等を通じた生

活者支援
 10,000  10,000  10,000 

①地域の安全・安心は、地域全体で取り組むことが極めて有効であること
から、自治会が自主的に防犯カメラの設置を行う場合に、設置に係る費
用の補助を実施し、物価高騰による影響を軽減する。

②補助金

③防犯カメラ設置費×1/2（千円未満切捨て）×100台分
　※1自治会2台まで，1台あたり上限10万円

④防犯カメラを設置する自治会

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3 防犯カメラ設置台数　100台 明記予定（HP・広報誌） ホームページ、広報誌等 防犯対策 R8補正（地）

17 R8_補正 推奨事業 ○ ○
　物価高騰の影響を受けている水道事業者を支援し、
水道料金の値上げを防ぐことにより、水道契約者の支
援にもつながる事業であるため。

○
電力価格高騰対策水道事業者支援補助金【令和8年
度交付分】

中東情勢対応 ○
⑪推奨事業メニュー例よりも
更に効果があると判断する

地方単独事業

物価高騰の影響を受けている市水道事業者の支援を
行うことにより、水道料金の値上げを防ぎ、市民の経済
的負担を抑制することができるため（同時に複数の大
きな効果が得られるため）。

 62,586  62,586  62,586 

①市民生活のライフラインである水道事業において、物価高騰により事
業経費が増大していることから、経営の安定化を図ることを目的に、電力
価格の高騰分を補助することで、事業運営を支援する。

②補助金（水道事業会計へ）

③浄水場、配水施設等の電気料高騰分　62,586千円の一部
※令和2年度の電気料単価で積算した令和8年度の電気料と令和8年度
電気料の実績見込みを比較
　約18.88円／kwh（R2単価）×12,368,191kwh（R8使用見込）≒
233,675,812円
　約23.95円／kwh（R8単価）×12,368,191kwh（R8使用見込）≒
296,262,142円
　差引：296,262,142円－233,675,812円≒62,586千円

④市水道契約者

－ － － － R8.9 議決 R8.4 R9.3 R9.3
市水道使用世帯　62,556世帯
（令和7年度末時点）

明記予定（HP) ホームページ等 水道事業者 R8補正（地）
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